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２ 環境の状況 

 

（１）大気環境 

○ 大気環境の環境基準達成状況を直近５年間（平成 20～24 年度）でみると、二酸

化硫黄及び一酸化炭素については、一般環境大気測定局及び自動車排出ガス測定

局とも、すべての測定局で環境基準を達成しています。 

○ 二酸化窒素については、一般環境大気測定局では、すべての測定局で環境基準

を達成しています。また、自動車排出ガス測定局では、幹線道路沿道の一部の測

定局で非達成となっていましたが、平成23年度は、昭和60年度以来26年ぶりに、

すべての測定局で環境基準を達成し、翌平成 24 年度もすべての測定局で環境基準

を達成しています。 

○ 浮遊粒子状物質は、近年、ほとんどの測定局で環境基準を達成しています。な

お、平成 23 年度については約半数の測定局で環境基準を達成しませんでしたが、

これは２日間連続で基準値を超えたためであり、この２日間はいずれも県内で黄

砂が観測されています。 

○ 光化学オキシダントは、すべての測定局で環境基準を達成していません。 

○ 微小粒子状物質（ＰＭ2.5）は、平成 21 年９月に環境基準が新たに設定され、そ

の常時監視を平成 23 年度に開始しましたが、半数以上の測定局で環境基準を達成

していません。 

［課題］ 

◆ 二酸化窒素については、自動車排出ガス測定局においても改善されていますが、

今後とも継続して環境基準を達成していくためには、自動車排出ガス対策をさら

に進めることが必要です。 

◆ 光化学オキシダント及び微小粒子状物質（ＰＭ2.5）については、環境基準の達

成及び健康影響の未然防止に向け、効果的な原因物質削減対策の推進を図ること

が必要です。 

◆ 微小粒子状物質（ＰＭ2.5）については、発生源が多岐にわたり、また、生成メ

カニズムが複雑であることから、環境監視を続けていく中で、効果的な対策を行

うための知見を集積することが必要です。 
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［課題］ 

◆ 温室効果ガスの排出量を削減するため、地域全体で省エネルギーの取組ととも

に、再生可能エネルギーの活用などにより、化石燃料からの転換を進めていくこ

とが必要です。 

◆ 温室効果ガスの排出量が増加している業務部門、家庭部門及び運輸部門につい

ては、日常の社会経済活動と大きな関わりがあることから、省資源・省エネルギー

を徹底するライフスタイルの実現に向けた県民全体の理解と行動が必要です。 

◆ 製造業が盛んな本県では産業部門の割合が全国に比べて多く、事業者による自

主的取組の一層の推進が期待されます。 

 

 

温室効果ガスの総排出量の推移 

 

 

温室効果ガス排出量（平成 22 年度（2010 年度）） 
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区  分 

基準年度 

排出量 

(千トン-CO2) 

平成 22 年度 

排出量(割合) 

(千トン-CO2) (％) 

増加率 

(1990→2010) (％) 

区分内  

エネルギー 

起 源 CO2 

産     業 42,898 38,548( 54.9) ▲ 10.1 

▲ 1.2 

民 生 ( 家 庭 ) 7,315 8,629( 12.3) + 18.0 

民 生 ( 業 務 ) 8,387 9,374( 13.4) + 11.8 

運     輸 11,041 11,270( 16.0) +  2.1 

エネルギー転換 1,481 2,401(  3.4) + 62.1 

小   計 71,124 70,222(100.0) ▲ 1.3 

非エネルギー起源 CO2、CH4、N2O 3,224 3,837 + 0.8

代 替 フ ロ ン 等 3 ガ ス 2,664 1,145 ▲ 2.0

合  計 77,012 75,204 ▲ 2.3

（注）１ 基準年度は 1990 年度〔ただし、代替フロン等 3 ガス(HFC、PFC、SF6)は 1995 年度〕である。 

2 増減率は、区分内については基準年度排出量に対する 2010 年度排出量の増減を、それ以外は基準年度

排出量の合計(77,012 千トン-CO2)に対する 2010 年度排出量の増減を示す(基準年度より増加している場

合は＋、減少している場合は▲で表示している)。 

３ 四捨五入により計と内訳が一致しない場合がある。 
（環境部調べ）

（環境部調べ）
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（５）土壌・地下水・地盤環境 

○ 市街地において、工場の移転や再開発等に伴って、土壌汚染が明らかになる事

例が生じています。 

○ 地下水については、揮発性有機化合物（トリクロロエチレンなど）や硝酸性窒

素、亜硝酸性窒素などによる汚染事例が現在でも生じています。 

○ 地盤沈下については、概ね沈静化の方向にあります。 

［課題］ 

◆ 土壌や地下水の汚染実態の把握を引き続き進めるとともに、汚染が判明した場

合には、迅速かつ適切に対応することが必要です。 

◆ 地盤沈下は一旦発生すると元に戻らない不可逆的な現象であるため、引き続き、

地下水揚水規制等の対策を推進することが必要です。 

 

 

（６）廃棄物 

○ 一般廃棄物（ごみ）の総排出量は平成 19 年度以降、処理しなければならないご

みの一人一日あたりの量は平成 11 年度以降、減少傾向にあります。 

○ 廃棄物の最終処分量は、一般廃棄物・産業廃棄物ともに経年的に減少傾向にあ

ります。廃棄物最終処分場の残余年数は、一般廃棄物で 22.8 年（平成 23 年度末）、

産業廃棄物で 13.5 年（平成 23 年度末）と推定されています。 

○ 県に寄せられた産業廃棄物の苦情では、野焼きや不法投棄のほかに、不適正保

管に関するものが多く寄せられています。 

［課題］ 

◆ 天然資源の投入量と廃棄物の最終処分量をできるだけ少なくするため、あらゆ

る場面で３Ｒ（リデュース：廃棄物の発生抑制、リユース：再使用、リサイクル：

再生利用）の取組を推進し、資源循環型の地域づくりを進めることが必要です。 

◆ 不法投棄の防止など、廃棄物の適正処理を一層推進することが必要です。 
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（７）自然環境 

○ 本県は、三河湾を懐に抱えるほか、伊勢湾及び太平洋にも面しており、海岸総

延長は約 598 ㎞で、そのうち自然海岸が約 37 ㎞（全体の 6％）、半自然海岸が約

124 ㎞（同 21％）、人工海岸が約 426 ㎞（同 71％）、河口部が約 11 ㎞（同 2％）と

なっています。 

○ 木曽川、庄内川、矢作川、豊川といった大河川を始め多くの河川があり、豊か

な水系を作り出しています。 

○ 干潟は、伊勢湾（知多半島西岸海域）及び三河湾において約 2,062ha が確認さ

れています。また、藻場は、伊勢湾、三河湾及び遠州灘（渥美半島南側海域）に

おいて約 859ha が確認されています。 

○ 植物種は、シデコブシ、シラタマホシクサ等「東海丘陵要素」と呼ばれる東海

地方固有の種も多く見られ、野生状態で生育する植物全体では約 2,720 種（維管

束植物約 2,220 種及びコケ植物約 500 種。移入種を除く。）が確認されています。 

○ 動物種は、哺乳類（海生哺乳類を含む）64 種、鳥類 398 種、爬虫類 15 種、両

生類 20 種の生息が確認されています（すべて外来種を除く）。また、淡水産魚類

51 種、昆虫類約 7,600 種、クモ類 512 種、陸・淡水産貝類 180 種及び内湾産貝類

約 350 種（昆虫類以外、外来種を除く）の生息が確認されています。 

※ 各動植物種の種数については、【植物】「レッドデータブックあいち 2009 植物編」（平

成 21 年３月発行）、【哺乳類、鳥類、爬虫類、両生類、淡水産魚類、昆虫類、クモ類、

陸・淡水・内湾産貝類】「レッドデータブックあいち 2009 動物編」（平成 21 年３月発行）

による。 

［課題］ 

◆ 都市化の進展や都市近郊の里山等の自然に対して人の手が加わらなくなったこ

と等により、多様な生物の生息生育空間であった緑地や水辺の減少、質の劣化が

見られ、早急な対策が必要です。 

◆ 外来種（移入種）による生態系への影響、鳥獣による農林業被害等の問題が生

じており、希少野生生物の保護、外来種対策、野生生物の適正な保護管理が必要

です。 

  


